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平
成　

年
度
の

２１

国
民
健
康
保
険
税　

【表１】平成21年度 国民健康保険税率

介護
納付金分小　計後期高齢者

支援金分
医療
給付費分区　分

1．00％8．50％1．80％6．70％①所得割（世帯の所得）

10．00％50．00％10．00％40．00％②資産割（固定資産税の税額）

5，500円20，000円4，000円16，000円③均等割（加入者１人につき）

4，000円30，000円6，000円24，000円④平等割（１世帯につき）

100，000円590，000円120，000円470，000円賦課限度額（①～④の合計に対する限度額）

〈※今年度から新たに年金特別徴収の対象となった場合の例〉
①年金からの特別徴収の場合

年間
保険税額

２月12月10月第２期第１期

特別徴収（年金からの天引き）普通徴収（納付書または口座振替）

105，000円25，000円25，000円25，000円15，000円15，000円

②口座振替の申し出をした場合

年間
保険税額

第７期第６期第５期第４期第３期第２期第１期

普通徴収（口座振替）普通徴収（納付書または口座振替）

105，000円15，000円15，000円15，000円15，000円15，000円15，000円15，000円

国
保
税
の
納
付
方
法
に
つ
い

て
は
、
納
付
書
や
口
座
振
替
に

よ
る
「
普
通
徴
収
」
ま
た
は
、

昨
年
の　

月
か
ら
始
ま
っ
た
、

10

年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
る
「
特

別
徴
収
」
の
方
法
に
よ
り
納
め

て
い
た
だ
き
ま
す
。

次
の
①
か
ら
④
す
べ
て
の
条

件
に
該
当
す
る
世
帯
が
、
年
金

か
ら
の
「
特
別
徴
収
」
の
対
象

と
な
り
ま
す
。

な
お
、
対
象
と
な
る
世
帯
に

は
8
月
上
旬
に
通
知
書
を
送
付

し
、
徴
収
額
な
ど
の
詳
細
を
お

知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

『
特
別
徴
収
と
な
る
世
帯
要
件
』

①
納
税
義
務
者
で
あ
る
世
帯
主

　

が
国
民
健
康
保
険
加
入
者
で

　

あ
る
こ
と
。

②
世
帯
内
の
国
民
健
康
保
険
加

　

入
者
の
年
齢
が
全
員　

歳
か

65

　

ら　

歳
で
構
成
さ
れ
る
世
帯

74

　

で
あ
る
こ
と
。

③
対
象
と
な
る
年
金
の
年
額
が

　
　

万
円
以
上
で
あ
る
こ
と
。

18
④
国
民
健
康
保
険
税
と
介
護
保

　

険
料
を
合
わ
せ
た
額
が
年
金

　

の
2
分
の
1
を
超
え
な
い
こ

　

と
。

※
年
金
か
ら
の
特
別
徴
収
の
対

　

象
と
な
っ
て
い
る
世
帯
の
方

　

で
、「
納
付
方
法
変
更
申
出

　

書
」
の
提
出
に
よ
り
口
座
振

　

替
払
い
へ
支
払
い
の
変
更
を

　

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。　

　
　

詳
し
く
は
、
総
務
課
税
務

　

係
（�
　

‐
2
1
0
1
）
ま

52

　

で
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

国
保
税
の
納
付
方
法

お
よ
び
納
期　
　
　

【表２】　国保税の納期

普通徴収
平成21年8月31日第１期

平成21年9月30日第２期

平成21年11月2日第３期

平成21年11月30日第４期

平成22年1月4日第５期

平成22年2月1日第６期

平成22年3月1日第７期

特別徴収

各月支給分の
年金から天引き
（仮徴収）

４月

６月

８月

各月支給分の
年金から天引き
（本徴収）

10月

12月

２月

国民健康保険税の
税率について　　

今
年
度
の
南
富
良
野
町
国
民

健
康
保
険
税
の
税
率
に
つ
い
て

は
【
表
1
】
の
と
お
り
で
す
。

税
率
の
改
正
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、
介
護
納
付
金
分
の
賦
課
限

度
額
が
9
万
円
か
ら　

万
円
に

10

引
き
上
げ
ら
れ
て
い
ま
す
。

各
世
帯
の
国
保
税
の
算
出
は
、

医
療
給
付
費
分
と
後
期
高
齢
者

支
援
金
分
（
平
成　

年
度
か
ら

20

新
設
）
と
介
護
納
付
金
分
（　
40

歳
以
上　

歳
未
満
）
の
3
つ
に

65

区
分
さ
れ
、【
表
1
】
の
所
得
割
、

資
産
割
、
均
等
割
、
平
等
割
の

4
つ
の
合
計
額
が
年
間
の
税
額

と
な
り
、
こ
の
算
出
額
が
賦
課

限
度
額
を
超
え
る
場
合
は
、

各
々
の
限
度
額
の
合
計
額
が
年

税
額
と
な
り
ま
す
。
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教
育
委
員
会
通
信
　

こ
ん
に
ち
は

保
健
師
で
す　
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 �特別措置①　低所得者に対する軽減 

国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行された方

がいる場合、移行後５年間は、国民健康保険税の軽減判

定の際、後期高齢者医療制度に移行した方の前年所得や

人数も含めて軽減判定を行います。

 �特別措置②　平等割（世帯割）の軽減 

国民健康保険から後期高齢者医療制度に移行すること

により、国民健康保険に残る被保険者が1人になった場

合、移行後５年間は医療給付費分と後期高齢者支援金分

の平等割が半額になります。

【表３】軽減制度に該当する所得区分と軽減割合

軽減割合
国民健康保険加入者と
世帯主の前年所得の合算額

国民健康保険加入者数
（後期高齢者医療制度に
移行した方を含む）

平等割
（１世帯あたり）

均等割
（１人あたり）

７割軽減330，000円以下何人でも

５割軽減

575，000円以下１人（世帯主を除く）

820，000円以下２人（世帯主を除く）

1，065，000円以下３人（世帯主を除く）

330，000円＋（245，000円×世帯主を除く被保険者数）以下の世帯

２割軽減

680，000円以下１人

1，030，000円以下２人

1，380，000円以下３人

1，730，000円以下４人

330，000円＋（350，000円×被保険者数）以下の世帯
※５割軽減については、世帯主だけの1人世帯の場合は適用されません。

後期高齢者医療制度に移行した後の軽減措置

　　　旧国保
　　後期高齢者

　　夫（世帯主）　　　　　　妻
　　　　77歳　　　　  　妻 69歳
妻は国保に残ります
（納税義務者は世帯主である夫）
①５年間、軽減判定の際に夫を加入者に
　含み、夫の前年所得を合算
②５年間、平等割半額

国保単身世帯

夫は後期高齢者医療制度へ
【旧国保後期高齢者】

　　 夫（世帯主）　　　    　妻　
　　　　７７歳　　　   　  　６９歳

手続きは
不要です

国保２人世帯

問い合わせ先
　�国民健康保険税について
　　総務課税務係　�52‐2101
　�国民健康保険の届出・医療について
　　保健福祉課介護医療係　�52‐2211

前
年
の
所
得
が
一
定
の
所
得

に
満
た
な
い
世
帯
に
つ
い
て
は
、

【
表
3
】
の
と
お
り
所
得
区
分

に
応
じ
て
7
割
・
5
割
・
2
割

と
い
っ
た
、
「
均
等
割
」
と

「
平
等
割
」
の
軽
減
制
度
が
適

用
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
昨
年
か

ら
ス
タ
ー
ト
し
た
長
寿
医
療
制

度
（
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
）

に
よ
り
、
国
民
健
康
保
険
に
加

入
し
て
い
る
世
帯
の
人
が
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
に
移
行
し
、

国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
が

減
少
す
る
世
帯
や
、
被
保
険
者

が
1
人
に
な
る
よ
う
な
世
帯
に

対
し
て
は
特
別
措
置
が
講
じ
ら

れ
て
お
り
、
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
に
移
行
し
た
日
か
ら
5
年

間
が
対
象
に
な
り
ま
す
。
た
だ

し
、
世
帯
主
が
変
更
さ
れ
た
場

合
は
、
そ
れ
以
降
の
特
別
措
置

は
受
け
ら
れ
ま
せ
ん
。

国民健康
保険税の
軽減制度

長
寿
医
療
制
度
の

お
知
ら
せ　
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よ
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よ
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